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「労働契約法のあらまし」及び「労働基準法と労働契約法の違い」に関する内容です。 

 

まず、労働契約法から。 

労働契約法（平成 20 年３月施行）は、労１において毎年出題されています。 

（過去 10 年間１問で出題） 

[出題実積] ○択一式 （○の中の数字は、肢数）  ◎選択式 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ1 

－ － － ➀ ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ ⑥ ⑦ ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ 

 

 

厚生労働省が作成した「労働契約法のあらまし」に労働契約法制定の趣旨が記載されてい

るので参考に確認してください。 

 

厚生労働省発行 「労働契約法のあらまし」 

労働契約法は、平成２０年３月から施行され、平成２４年８月に一部が改正されました。 

このパンフレットでは、労働契約法について、条文ごとにその趣旨や内容を解説していま

す。 

労働契約法の趣旨や内容を踏まえ、使用者と労働者の皆さまでよく話し合っていただき、

お互いの十分な理解と協力の下に、安心・納得して働けるようにしましょう。 

 

 

法制定の趣旨等 

(１) 背景及び趣旨 

労働関係を取り巻く状況をみると、就業形態が多様化し、労働者の労働条件が個別に決

定され、又は変更される場合が増加するとともに、個別労働関係紛争が増加していま

す。 

しかしながら、我が国においては、最低労働基準については労働基準法に規定されてい

るが、個別労働関係紛争を解決するための労働契約に関する民事的なルールについて

は、民法及び個別の法律において部分的に規定されているのみであり、体系的な成文法

は存在していませんでした。 

 

このため、個別労働関係紛争が生じた場合には、それぞれの事案の判例が蓄積されて形

成された判例法理を当てはめて判断することが一般的となっていましたが、このような

判例法理による解決は、必ずしも予測可能性が高いとは言えず、また、判例法理は労働

者及び使用者の多くにとって十分には知られていないものでした。 
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一方、個別労働関係紛争の解決のための手段としては、裁判制度に加え、 

平成１３年１０月から個別労働関係紛争解決制度が、 

平成１８年４月から労働審判制度が施行されるなど、手続面における整備が進んできた

ところです。 

 

このような中、個別の労働関係の安定に資するため、労働契約に関する民事的なルール

の必要性が一層高まり、今般、労働契約の基本的な理念及び労働契約に共通する原則

や、判例法理に沿った労働契約の内容の決定及び変更に関する民事的なルール等を一つ

の体系としてまとめるべく、労働契約法が制定されました。 

 

労働契約法の制定により、労働契約における権利義務関係を確定させる法的根拠が示さ

れ、労働契約に関する民事的なルールが明らかになり、労働者及び使用者にとって予測

可能性が高まるとともに、労働者及び使用者が法によって示された民事的なルールに沿

った合理的な行動をとることが促されることを通じて、個別労働関係紛争が防止され、

労働者の保護を図りつつ、個別の労働関係の安定に資することが期待されるものです。 

 

 

(２) 労働基準法及び個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律との関係 

労働基準法は、罰則をもって担保する労働条件の基準（最低労働基準）を設定している

ものですが、労働契約法は、これを前提として、労働条件が定められる労働契約につい

て、合意の原則その他基本的事項を定め、労働契約に関する民事的なルールを明らかに

しているものであり、その締結当事者である労働者及び使用者の合理的な行動による円

滑な労働条件の決定又は変更を促すものです。 

 

また、労働基準法については労働基準監督官による監督指導及び罰則により最低労働基

準の履行が確保されるものですが、労働契約法については労働基準監督官による監督指

導及び罰則による履行確保は行われず、法の趣旨及び内容の周知により、また、労働契

約法に規定する事項に関する個別労働関係紛争について、個別労働関係紛争の迅速かつ

適正な解決を図ることを目的とする個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成

１３年法律第１１２号）による総合労働相談コーナーにおける相談、都道府県労働局長

による助言及び指導、紛争調整委員会によるあっせん等が行われ、その防止及び早期解

決が図られることにより、法の趣旨及び内容に沿った合理的な労働条件の決定又は変更

が確保されることを期するものです。 

 

 

以上 厚生労働省の「労働契約法のあらまし」より 
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以下は、労働基準法と労働契約法の違いに関するまとめです。 

労働基準法 労働契約法 

昭和 22 年施行 平成 20 年施行 

労働者の生存権を保障するために労働条件

の基準を定めた法律 

労働者と使用者の間で結ばれる労働契約の

基本原則を定めた法律 

強行法規 任意法規 

罰則により取り締まる性質 ・罰則はなく、労使トラブルについては、労

働審判などを利用し解決 

・判例をベースに民事的なルールをまとめ

た法律 

法１条（労働条件の原則） 

➀労働条件は、労働者が人たるに値する生

活を営むための必要を充たすべきものでな

ければならない。 

②労働基準法で定める労働条件の基準は最

低のものであるから、労働関係の当事者は、

この基準を理由として労働条件を低下させ

てはならないことはもとより、その向上を

図るように努めなければならない。 

法１条（目的） 

労働契約法は、労働者及び使用者の自主的

な交渉の下で、労働契約が合意により成立

し、又は変更されるという合意の原則その

他労働契約に関する基本的事項を定めるこ

とにより、合理的な労働条件の決定又は変

更が円滑に行われるようにすることを通じ

て、労働者の保護を図りつつ、個別の労働関

係の安定に資することを目的とする。 

 

 

■労働者の定義 

労働基準法 労働契約法 

（法９条）  

労働基準法で「労働者」とは、職業の種類を

問わず、事業又は事務所（以下「事業」とい

う。）に使用される者で、賃金を支払われる

者をいう。 

（法２条） 

労働契約法において「労働者」とは、使用者

に使用されて労働し、賃金を支払われる者

をいう。 

 

請負や委任で労務提供する者 

⇒労働基準法では労働者に該当しない。 

 

 

 

 

 

 

請負や委任で労務提供する者は、労働者の

該当 

 

 

 

狭い 広い 
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■使用者の定義 

労働基準法 労働契約法 

（法 10 条）  

労働基準法で使用者とは、事業主又は事業

の経営担当者その他その事業の労働者に関

する事項について、事業主のために行為を

するすべての者をいう。 

（２条） 

労働契約法において「使用者」とは、その使

用する労働者に対して賃金を支払う者をい

う。 

事業主・工場長・秘書等 

 

 

 

 

 

労働者と労働契約を締結する者を使用者 

 

 

 

 

 

 

 

広い 狭い 


